
平成二十年内閣府令第八十四号

行政執行法人の役員の退職管理に関する内閣官房令

特定独立行政法人の役員の退職管理に関する政令（平成二十年政令第三百九十号）第二条第五号、第三条第一項、第四条、第十条、第十

一条、第十二条、第十三条第一項、第十五条第一項、第十八条、第十九条第二号、第二十条において準用する第十五条第一項、附則第八条

第一項第一号ロ（１）及び第二号イ並びに附則第十条の規定に基づき、並びに同令を実施するため、特定独立行政法人の役員の退職管理に

関する内閣府令を次のように定める。

（継続的給付として内閣官房令で定めるもの）

第一条　行政執行法人の役員の退職管理に関する政令（平成二十年政令第三百九十号。以下「令」という。）第二条第四号及び第十条に規

定する内閣官房令で定める継続的給付は、日本放送協会による放送の役務の給付とする。

（特に密接な利害関係にある場合）

第二条　令第三条第一項第二号及び第三号に規定する内閣官房令で定める場合は、独立行政法人通則法（平成十一年法律第百三号）第五十

四条第一項において準用する国家公務員法（昭和二十二年法律第百二十号。以下「準用国家公務員法」という。）第百六条の三第二項第

四号の承認の申請をした行政執行法人の役員が当該申請に係る利害関係企業等との間で職務として携わる事務が当該利害関係企業等に対

し不利益処分（行政手続法（平成五年法律第八十八号）第二条第四号に規定する不利益処分をいう。以下同じ。）をしようとする場合と

する（令第三条第一項第一号に該当する場合を除く。）。

（求職の承認の手続）

第三条　令第四条に規定する求職の承認の申請は、当該求職の承認を得ようとする行政執行法人の役員が属する行政執行法人を経由して行

うものとする。

２　令第四条に規定する内閣官房令で定める様式は、別記様式第一とし、正本一部及び写し一部を提出するものとする。

３　令第四条に規定する内閣官房令で定める書類は、次に掲げる書類とする。

一　承認の申請に係る利害関係企業等の定款又は寄附行為、組織図、事業報告その他の当該利害関係企業等が現に行っている事業の内容

を明らかにする資料

二　承認を得ようとする行政執行法人の役員の職務の内容を明らかにする資料

三　承認を得ようとする行政執行法人の役員の職務と当該承認の申請に係る利害関係企業等との利害関係を具体的に明らかにする調書

四　令第三条第一項第一号に係る承認の申請である場合には、承認を得ようとする行政執行法人の役員の行う職務を規律する関係法令の

規定及びその運用状況を記載した調書

五　令第三条第一項第二号に係る承認の申請である場合には、承認を得ようとする行政執行法人の役員が、当該承認の申請に係る利害関

係企業等又はその子法人の地位に必要とされる高度の専門的な知識経験を有していることを明らかにする調書

六　令第三条第一項第三号に係る承認の申請である場合には、次に掲げる書類

イ　利害関係企業等を経営する親族からの要請があったことを証する文書

ロ　承認を得ようとする行政執行法人の役員と利害関係企業等を経営する親族との続柄を証する文書

七　令第三条第一項第四号に係る承認の申請である場合には、当該申請に係る利害関係企業等の地位に就く者を募集する文書

八　その他参考となるべき書類

（再就職者による依頼等の承認の手続）

第四条　令第十一条に規定する依頼等の承認の申請は、当該依頼等の承認を得ようとする再就職者が離職時に在職していた行政執行法人を

経由して行うものとする。

２　令第十一条に規定する内閣官房令で定める様式は、別記様式第二とし、正本一部及び写し一部を提出するものとする。

（再就職等監察官への届出の様式）

第五条　令第十二条に規定する内閣官房令で定める様式は、別記様式第三とする。

（任命権者への再就職の届出等の様式）

第六条　令第十三条第一項に規定する内閣官房令で定める様式は、別記様式第四とする。

２　令第十三条第二項の規定による届出は、別記様式第五による届出書によるものとする。

３　令第十三条第三項の規定による届出は、別記様式第六による届出書によるものとする。

４　令第十三条第六項において準用する同条第三項の届出は、前項の届出書によるものとする。

（内閣総理大臣への事前の再就職の届出の様式）

第七条　令第十五条第一項に規定する内閣官房令で定める様式は、別記様式第七とする。

２　令第十五条第二項において準用する令第十三条第二項の届出は、別記様式第八による届出書によるものとする。

３　令第十五条第二項において準用する令第十三条第三項の届出は、別記様式第九による届出書によるものとする。

（内閣総理大臣への事前の再就職の届出に係る国と特に密接な関係がある公益社団法人又は公益財団法人）

第八条　令第十八条に規定する内閣官房令で定めるものは、国の機関が所管する公益社団法人又は公益財団法人（以下「公益法人」とい

う。）であって、次の各号に掲げるものとする。

一　一般の閲覧に供されている直近の事業年度の決算（次号において単に「直近事業年度決算」という。）において、当該公益法人が国

から交付を受けた補助金、委託費その他これらに類する給付金（以下「給付金等」という。）のうちに占める当該公益法人が第三者へ

交付した当該給付金等の金額の割合が二分の一以上であるもの（ただし、当該事業年度の次年度以降において、当該公益法人が国から

交付を受ける給付金等のうちに占める当該公益法人が第三者へ交付する当該給付金等の金額の割合が二分の一未満であることが確実と

見込まれるものを除く。）

二　直近事業年度決算において、当該公益法人の収入金額の総額に占める当該公益法人が国から受けた給付金等の総額の割合が三分の二

以上であるもの（ただし、当該事業年度の次年度以降において、当該公益法人の収入金額の総額に占める当該公益法人が国から受ける

給付金等の総額の割合が三分の二未満であることが確実と見込まれるものを除く。）

三　法令（告示を含む。以下この条において同じ。）の規定に基づく指定、認定その他これらに準ずる処分により、試験、検査、検定そ

の他これらに準ずる国の事務又は事業を行うもの（ただし、法令の規定に基づく登録を受けて行うものその他これに準ずるものを除

く。）

四　当該公益法人が独自に行う試験、検査、検定その他これらに準ずる事務又は事業を奨励することを目的として国が行う法令の規定に

基づく指定、認定その他これらに準ずる処分を受けて、当該事務又は事業を行うもの（ただし、法令の規定に基づく登録を受けて行う

ものその他これに準ずるものを除く。）

（内閣総理大臣への事後の再就職の届出を要しない報酬額）

第九条　令第十九条第二号に規定する内閣官房令で定める額は、営利企業以外の事業の団体の地位に就き、又は事業に従事し、若しくは事

務を行うこととなった日から起算して一年間につき、所得税法（昭和四十年法律第三十三号）第二十八条第三項第一号括弧書に規定する
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給与所得控除額に相当する金額と同法第八十六条第一項第一号に掲げる場合における同条の規定による基礎控除の額に相当する金額の合

計額とする。

（内閣総理大臣への事後の再就職の届出の様式）

第十条　令第二十条において準用する令第十五条第一項に規定する内閣官房令で定める様式は、別記様式第十とする。

附　則

（施行期日）

第一条　この府令は、国家公務員法等の一部を改正する法律（平成十九年法律第百八号。以下「改正法」という。）の施行の日（平成二十

年十二月三十一日）から施行する。

（経過措置）

第二条　第八条に規定する公益法人には、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関す

る法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（平成十八年法律第五十号）第四十二条第一項に規定する特例社団法人又は特例財団

法人を含むものとする。

附　則　（平成二一年四月三日内閣府令第二三号）

この府令は、国家公務員法等の一部を改正する法律附則第四条第一項の政令で定める日等を定める政令（平成二十一年政令第百十六

号）附則第一項ただし書に規定する規定の施行の日（平成二十二年一月一日）から施行する。

附　則　（平成二六年五月二九日内閣府令第四三号）

この府令は、国家公務員法等の一部を改正する法律（平成二十六年法律第二十二号）の施行の日（平成二十六年五月三十日）から施行

する。

附　則　（平成二七年三月二六日内閣官房令第三号）　抄

（施行期日）

１　この内閣官房令は、平成二十七年四月一日から施行する。

（経過措置）

２　第一条の規定による改正後の職員の退職管理に関する内閣官房令第四条第一項第二号及び第二条の規定による改正後の行政執行法人の

役員の退職管理に関する内閣官房令第四条第一項に規定する行政執行法人には、独立行政法人通則法の一部を改正する法律（平成二十六

年法律第六十六号）による改正前の独立行政法人通則法（平成十一年法律第百三号）第二条第二項に規定する特定独立行政法人を含むも

のとする。

附　則　（平成二九年一二月二二日内閣官房令第一〇号）

（施行日）

１　この内閣官房令は、平成三十年一月一日から施行する。

（経過措置）

２　この内閣官房令による改正後の行政執行法人の役員の退職管理に関する内閣官房令第六条第四項並びに第七条第二項及び第三項の規定

並びに別記様式第四から別記様式第十までの様式は、この内閣官房令の施行の日以後にされる独立行政法人通則法（平成十一年法律第百

三号）第五十四条第一項において準用する国家公務員法（昭和二十二年法律第百二十号。以下この項において「準用国家公務員法」とい

う。）第百六条の二十三第一項の規定による届出（同日前にされた同項の規定による届出に係る事項の変更に係る届出を除く。）、準用国

家公務員法第百六条の二十四第一項の規定による届出（同日前にされた同項の規定による届出に係る事項の変更に係る届出を除く。）及

び同条第二項の規定による届出について適用し、同日前にされた準用国家公務員法第百六条の二十三第一項の規定による届出及び同日以

後にされる当該届出に係る事項の変更に係る届出、同日前にされた準用国家公務員法第百六条の二十四第一項の規定による届出及び同日

以後にされる当該届出に係る事項の変更に係る届出並びに同日前にされた同条第二項の規定による届出については、なお従前の例によ

る。

附　則　（令和元年六月二八日内閣官房令第二号）

（施行期日）

第一条　この内閣官房令は、令和元年七月一日から施行する。

（経過措置）

第二条　この内閣官房令の施行の際現にある第四条の規定による改正前の失業者の退職手当支給規則の様式（以下「旧失退手規則様式」と

いう。）による書類は、同条による改正後の様式によるものとみなす。

２　この内閣官房令の施行の際現にある第五条の規定による改正前の職員の退職管理に関する内閣官房令の様式（以下「旧職員退職管理官

房令様式」という。）による書類は、同条による改正後の様式によるものとみなす。

３　この内閣官房令の施行の際現にある第六条の規定による改正前の行政執行法人の役員の退職管理に関する内閣官房令の様式（以下「旧

役員退職管理官房令様式」という。）による書類は、同条による改正後の様式によるものとみなす。

４　この内閣官房令の施行の際現にある旧失退手規則様式、旧職員退職管理官房令様式及び旧役員退職管理官房令様式による用紙について

は、当分の間、これを取り繕って使用することができる。

附　則　（令和元年一二月二六日内閣官房令第六号）

この内閣官房令は、所得税法等の一部を改正する法律（平成三十年法律第七号）附則第一条第六号に掲げる規定の施行の日（令和二年

一月一日）から施行する。

附　則　（令和二年一二月一八日内閣官房令第六号）

（施行期日）

第一条　この内閣官房令は、公布の日から施行する。

（経過措置）

第二条　この内閣官房令の施行の際現にある第一条の規定による改正前の職員の退職管理に関する内閣官房令の様式（第三項において「旧

職員退職管理官房令様式」という。）による書類は、同条による改正後の様式によるものとみなす。

２　この内閣官房令の施行の際現にある第二条の規定による改正前の行政執行法人の役員の退職管理に関する内閣官房令の様式（次項にお

いて「旧役員退職管理官房令様式」という。）による書類は、同条による改正後の様式によるものとみなす。

３　この内閣官房令の施行の際現にある旧職員退職管理官房令様式及び旧役員退職管理官房令様式による用紙については、当分の間、これ

を取り繕って使用することができる。
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別記様式第１（第３条関係）

年 月

（ ）

年 月

 役員の職

年 月 日

※

□ □

□ □ 　本社所在地

現在の職務内容

　本社所在地

営利企業

 　子法人の名称

離職予定日　　　　

営利企業

子法人の
地位に関
する承認
申請の場
合

 　業務内容

  この申請書及び添付書類の記載事項は、事実に相違ありません。

俸　　給

業務内容

その他の法人

在職機関※

２　承認の申請に係る利害関係企業等

行政執行法人の名称を記載すること。

　独立行政法人通則法（平成11年法律第103号）第54条第１項において準用する国家公務員法（昭和22年
法律第120号）第106条の３第２項第４号の規定に基づき、下記のとおり承認を申請します。

１　申請者

歳）

別記様式第１（第３条関係）

利害関係企業等に対する求職承認申請書

日（第 号）

再就職等監視委員会委員長　殿

氏　　名 日生（

その他の法人

　生年月日（年齢）

名　　称

（ふりがな）
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□ □ □ □ ４号

□

□

□

※

特に密接な利害関係はない

申請者が、利害関係企業等に対し、不利益処分をしようとしている

申請者が、利害関係企業等に対し、検査等を行っている又は行おうとしている

利害関係の具体的な内容

３　申請者の職務と利害関係企業等との関係

（１）共通事項

（２）特に密接な利害関係の有無※

申請者の裁量の程度

２号

　　特に密接な利害関係の具体的な内容

利害関係の区分（行政執行法人の役員の退職管理に関する政令（平成20年政令第390号。以下「役員政
令」という。）第２条各号）

３号１号

役員政令第３条第１項第２号又は第３号に該当すると判断される場合のみ記載すること。

4



□

□

（ ）

年 月 日

－ － ） － － ）

□ （ ）

□ 年 月 日 ～ 年 月 日

□

□

□ （ ）

□ 有 □ 無 □

□ 有 □ 無 □

　依頼者の氏名

　依頼を受けた日

　高度の専門的な知識経験の内容第２号

第３号  （ふりがな）

　親族の氏名

依
頼
内
容

TEL（

 予定される地位の名称及び業務内容

　続柄

 必要とされる高度の専門的な知識経験の内容

　（ふりがな）

　選考委員会等の有無

不明

 公募期間 

第１号

不明

第４号

ホームページに掲載

新聞、雑誌その他の刊行物に掲載

　選考委員会等における社外委員の有無
 選考方法

 公募方法

その他

４　役員政令第３条第１項への該当状況

　連絡先

　部署名

FAX（

役職

　利害関係企業等における役職
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年 月 日

※

□

□

□

□

□

□

年 月 日

処理結果区分

上記１に記載の在職機関とする

５　その他参考事項

上記３に記載されている内容について、事実に相違がないことを証明する。

受理番号

再就職等監視委員会記入欄

処理機関コード

承認番号

承認又は不承認の理由

 処理年月日

承認に際しての附帯条件

承認　（役員政令第３条第１項第２号該当）　　　　　

承認　（役員政令第３条第１項第３号該当）　　　　　

承認　（役員政令第３条第１項第４号該当）　　　　　

承認　（役員政令第３条第１項第１号該当）　　　　　　　　　

却下　（承認を必要としない）

不承認

在職機関※確認欄
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別記様式第２（第４条関係）

年 月 日

（ ）

年 月

－ － ） － － ）

年 月 日

自 年 月 日

至 年 月 日

自 年 月 日

至 年 月 日

自 年 月 日

至 年 月 日

自 年 月 日

至 年 月 日

自 年 月 日

至 年 月 日

自 年 月 日

至 年 月 日

自 年 月 日

至 年 月 日

自 年 月 日

至 年 月 日

※

別記様式第２（第４条関係）

　独立行政法人通則法（平成11年法律第103号）第54条第１項において準用する国家公務員法（昭和22年法
律第120号）第106条の４第５項第６号の規定に基づき、下記のとおり承認を申請します。

　この申請書の記載事項は、事実に相違ありません。

勤務先営利企業等の名称 　役　　職

再就職者による依頼等の承認申請書

離
職
前
５
年
間
(※)

の
在
職
状
況
等

歳）日生（

１　申請者

氏　　名

職務内容所属・役員の職等

再就職等監視委員会委員長　殿

（ふりがな）

離 職 日

在職期間

離職時の役員の職

　生年月日（年齢）

連 絡 先

勤務先営利企業等の業務内容

２　離職時及び離職前の状況

FAX（TEL（

申請者が独立行政法人通則法第54条第１項において準用する国家公務員法第106条の４第２項又は第３
項に規定する職に就いていた場合にあっては、当該職に就いていた期間まで遡って記載すること。
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□ □

□ □

（ ）

※

□

□　

□　

在職していた行政執行法人等において自らが締結を決定した勤務先営利企業等又はその子法人との契約に
関する要求又は依頼

該当しない該当する

在職していた行政執行法人等において自らが決定した勤務先営利企業等又はその子法人に対する処分（行
政手続法（平成５年法律第88号）第２条第２号）に関する要求又は依頼

３　要求又は依頼する事項と勤務先営利企業等との契約等の関係

官 職 等

上記の２項目のいずれにも該当しない

　職務の内容及び職務に係る役職員の裁量の程度

５　要求又は依頼の対象となる契約等事務の内容

６　要求又は依頼の具体的な内容

その他役職員の裁量の余地が少ない職務に関するもの

職務内容

該当しない

氏　名（ふりがな）

　所属局課（職名）

該当する

７　その他参考事項

在職機関
※

電気、ガス若しくは水道水の供給又は日本放送協会による放送の役務の給付を受ける契約に関する職
務に関するもの

４　要求又は依頼の対象となる役職員

府省等、行政執行法人又は都道府県警察の名称を記載すること。
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年 月 日

※

□

□

□

年 月 日

在職機関
※
確認欄

処理機関コード

承認番号  処理年月日

申請者が離職時に在職していた行政執行法人とする。

承認又は不承認の理由

却下　（承認を必要としない）

処理結果区分

受理番号

不承認

再就職等監視委員会記入欄

承認

上記２に記載されている内容について、事実に相違がないことを証明する。
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別記様式第３（第５条関係）

年 月 日

（ ）

年 月

※

（ ）

年 月 日 時

※

受理番号

３　要求又は依頼の内容

府省等、行政執行法人又は都道府県警察の名称を記載すること。

離職時の在職機関※

再就職等監察官記入欄

　役　　職勤務先営利企業等の名称

氏　　名

別記様式第３（第５条関係）

再就職者から依頼等を受けた場合の届出

再就職等監察官　殿

１　届出者

　生年月日（年齢）（ふりがな）

　独立行政法人通則法（平成11年法律第103号）第54条第１項において準用する国家公務員法（昭和22年
法律第120号）第106条の４第９項規定に基づき、下記のとおり届出をします。

  この届出書の記載事項は、事実に相違ありません。

（ふりがな）

 役員の職

　要求又は依頼が行われた日時

２　要求又は依頼をした再就職者の氏名等

氏　　名

在職機関※

行政執行法人の名称を記載すること。

歳）日生（
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別記様式第４（第６条第１項関係）

別記様式第４（第６条第１項関係）

在職中に再就職の約束をした場合の届出

（独立行政法人通則法（平成11年法律第103号）第54条第１項において準用する国家公

務員法（昭和22年法律第120号）第106条の23第１項関連）

年 月 日

殿

住 所

氏 名

電話番号

独立行政法人通則法（平成11年法律第103号）第54条第１項において準用する国家

公務員法（昭和22年法律第120号）第106条の23第１項の規定により、次のとおり届け

出ます。

（ ）１ ふ り が な

氏 名

２ 生 年 月 日 年 月 日

３ 役 員 の 職

４ 約束前の求職開始日 年 月 日

（□約束前の求職開始日がなかった場合）

５ 再就職の約束をした日 年 月 日

６ 約束前の求職開始日以後の役員としての在職状況及び職務内容

所属・役員の職 在職期間 職務内容

自 年 月 日

至 年 月 日

自 年 月 日

至 年 月 日

自 年 月 日

至 年 月 日

自 年 月 日

至 年 月 日

７ 離 職 予 定 日 年 月 日

８ 再 就 職 予 定 日 年 月 日

９ 再就職先の 再就職先の名称：

名称及び連絡先 再就職先の連絡先：

10 再就職先の業務内容

11 再就職先における地位

12 求 職 の 承 認 の 有 無 □有 □無

13 官民人材交流センターの援助の有無 □有 □無

14 官民人材交流センター以外の援助

（□官民人材交流センター以外の援助がなかった場合）

（ふりがな） 援助の内容
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援助者の氏名又は名称

（記載上の注意）

１ □のついた項目は該当する□の中にレ点を記入すること。

２ 約束前の求職開始日以後の役員としての在職状況及び職務内容については、

約束前の求職開始日がなかった場合には、再就職の約束をした日以後の役員と

しての在職状況及び職務内容を記載すること。
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別記様式第５（第６条第２項関係）

別記様式第５（第６条第２項関係）

変更届出

（独立行政法人通則法（平成11年法律第103号）第54条第１項において準用する国家公

務員法（昭和22年法律第120号）第106条の23第１項関連）

年 月 日

殿

住 所

氏 名

電話番号

年 月 日付けの独立行政法人通則法（平成11年法律第103号）第54条第

１項において準用する国家公務員法（昭和22年法律第120号）第106条の23第１項の規

定による届出について、次のとおり変更があったので、届け出ます。

変 更 前
役 員 の 職

変 更 後

所属・役員の職 在職期間 職務内容
約 束 前 の 求 職 開 変 更 前

始 日 以 後 の 役 員
所属・役員の職 在職期間 職務内容

と し て の 在 職 状
変 更 後

況 及 び 職 務 内 容

変 更 前
離 職 予 定 日

変 更 後

変 更 前
再 就 職 予 定 日

変 更 後

再 就 職 先 の 名 変 更 前

称 及 び 連 絡 先 変 更 後

変 更 前
再就職先の業務内容

変 更 後

変 更 前
再就職先における地位

変 更 後
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別記様式第６（第６条第３項、第４項関係）

別記様式第６（第６条第３項、第４項関係）

失効届出

（独立行政法人通則法（平成11年法律第103号）第54条第１項において準用する国家公

務員法（昭和22年法律第120号）第106条の23第１項関連）

年 月 日

殿

住 所

氏 名

電話番号

年 月 日付けの独立行政法人通則法（平成11年法律第103号）第54条第

１項において準用する国家公務員法（昭和22年法律第120号）第106条の23第１項の規

約束の効力が失われました
定による届出に係る ので、届け出ま

地位に就くことが見込まれないこととなりました

す。

（記載上の注意）

行政執行法人の役員の退職管理に関する政令（平成20年政令第390号）第13条

第３項の規定により、在職中に当該失効届出を行う場合については 「約束の効、

力が失われました」と記載し、同条第６項において準用する同条第３項の規定に

より、離職後に当該失効届出を行う場合については 「地位に就くことが見込ま、

れないこととなりました」と記載すること。
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別記様式第７（第７条第１項関係）

別記様式第７（第７条第１項関係）

行政執行法人の役員であった者が再就職しようとする場合の届出

（独立行政法人通則法（平成11年法律第103号）第54条第１項において準用する国家公

務員法（昭和22年法律第120号）第106条の24第１項関連）

年 月 日

内 閣 総 理 大 臣 殿

住 所

氏 名

電話番号

独立行政法人通則法（平成11年法律第103号）第54条第１項において準用する国家

公務員法（昭和22年法律第120号）第106条の24第１項の規定により、次のとおり届け

出ます。

（ ）１ ふ り が な

氏 名

２ 生 年 月 日 年 月 日

３ 離職時の役員の職

４ 離職前の求職開始日 年 月 日

（□離職前の求職開始日がなかった場合）

５ 離職前の求職開始日から離職日までの間の役員としての在職状況及び職務内容

所属・役員の職 在職期間 職務内容

自 年 月 日

至 年 月 日

自 年 月 日

至 年 月 日

自 年 月 日

至 年 月 日

自 年 月 日

至 年 月 日

６ 離 職 日 年 月 日

７ 再 就 職 予 定 日 年 月 日

８ 再就職先の 再就職先の名称：

名称及び連絡先 再就職先の連絡先：

９ 再就職先の業務内容

10 再就職先における地位

11 求 職 の 承 認 の 有 無 □有 □無

12 官民人材交流センターの援助の有無 □有 □無

13 官民人材交流センター以外の援助

（□官民人材交流センター以外の援助がなかった場合）

（ふりがな） 援助の内容

援助者の氏名又は名称
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（記載上の注意）

１ □のついた項目は該当する□の中にレ点を記入すること。

２ 離職前の求職開始日から離職日までの間の役員としての在職状況及び職務内

容については、離職前の求職開始日があった場合に記載すること。
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別記様式第８（第７条第２項関係）

別記様式第８（第７条第２項関係）

変更届出

（独立行政法人通則法（平成11年法律第103号）第54条第１項において準用する国家公

務員法（昭和22年法律第120号）第106条の24第１項関連）

年 月 日

内 閣 総 理 大 臣 殿

住 所

氏 名

電話番号

年 月 日付けの独立行政法人通則法（平成11年法律第103号）第54条第

１項において準用する国家公務員法（昭和22年法律第120号）第106条の24第１項の規

定による届出について、次のとおり変更があったので、届け出ます。

変 更 前
再 就 職 予 定 日

変 更 後

再 就 職 先 の 名 変 更 前

称 及 び 連 絡 先 変 更 後

変 更 前
再就職先の業務内容

変 更 後

変 更 前
再就職先における地位

変 更 後
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別記様式第９（第７条第３項関係）

別記様式第９（第７条第３項関係）

失効届出

（独立行政法人通則法（平成11年法律第103号）第54条第１項において準用する国家公

務員法（昭和22年法律第120号）第106条の24第１項関連）

年 月 日

内 閣 総 理 大 臣 殿

住 所

氏 名

電話番号

年 月 日付けの独立行政法人通則法（平成11年法律第103号）第54条第

１項において準用する国家公務員法（昭和22年法律第120号）第106条の24第１項の規

定による届出に係る地位に就くことが見込まれないこととなりましたので、届け出ま

す。
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別記様式第１０（第１０条関係）

別記様式第10（第10条関係）

行政執行法人の役員であった者が再就職した場合の届出

（独立行政法人通則法（平成11年法律第103号）第54条第１項において準用する国家公

務員法（昭和22年法律第120号）第106条の24第２項関連）

年 月 日

内 閣 総 理 大 臣 殿

住 所

氏 名

電話番号

独立行政法人通則法（平成11年法律第103号）第54条第１項において準用する国家

公務員法（昭和22年法律第120号）第106条の24第２項の規定により、次のとおり届け

出ます。

（ ）１ ふ り が な

氏 名

２ 生 年 月 日 年 月 日

３ 離職時の役員の職

４ 離職前の求職開始日 年 月 日

（□離職前の求職開始日がなかった場合）

５ 離職前の求職開始日から離職日までの間の役員としての在職状況及び職務内容

所属・役員の職 在職期間 職務内容

自 年 月 日

至 年 月 日

自 年 月 日

至 年 月 日

自 年 月 日

至 年 月 日

自 年 月 日

至 年 月 日

６ 離 職 日 年 月 日

７ 再 就 職 日 年 月 日

８ 再就職先の 再就職先の名称：

名称及び連絡先 再就職先の連絡先：

９ 再就職先の業務内容

10 再就職先における地位

11 求 職 の 承 認 の 有 無 □有 □無

12 官民人材交流センターの援助の有無 □有 □無

13 官民人材交流センター以外の援助

（□官民人材交流センター以外の援助がなかった場合）

（ふりがな） 援助の内容

援助者の氏名又は名称
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（記載上の注意）

１ □のついた項目は該当する□の中にレ点を記入すること。

２ 離職前の求職開始日から離職日までの間の役員としての在職状況及び職務内

容については、離職前の求職開始日があった場合に記載すること。
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